
2,120,357 1,160,107

64,109 1,006,214

1,438,171 98,544

176,853 45,910

242 3,146

28,036 4,471

412,943 1,819

262,417 固　定　負　債 276,421

59,284 3,273

建 物 926 273,147

建 物 附 属 設 備 31,481

工 具 器 具 備 品 26,876

1,436,529

無 形 固 定 資 産 40,396

ソ フ ト ウ ェ ア 34,798 株　主　資　本 946,245

電 話 加 入 権 5,597 90,000

856,245

投資その他の資産 162,736 22,500

投 資 有 価 証 券 750 170,000

長 期 前 払 費 用 1,143 別 途 積 立 金 170,000

保 証 金 44,286 663,745

繰 延 税 金 資 産 116,557

946,245

2,382,774 2,382,774

（注）表示単位未満の金額はすべて切捨で表示しています。

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

株式会社エヌ・ティ・ティ・トラベルサービス

利 益 準 備 金

任 意 積 立 金

繰 越 利 益 剰 余 金

純 資 産 合 計

負 債 合 計

純　資　産　の　部

資 本 金

利 益 剰 余 金

固　定　資　産

有 形 固 定 資 産 長 期 未 払 金

退 職 給 付 引 当 金

関 係 会 社 預 け 金 未 払 法 人 税 等

前 払 金 前 受 金

貯 蔵 品 預 り 金

未 収 金 未 払 消 費 税

流　動　資　産 流　動　負　債

現 金 及 び 預 金 買 掛 金

売 掛 金 未 払 金

貸　　借　　対　　照　　表

（２０２３年３月３１日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額



１．　重要な会計方針に係わる事項

（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品、貯蔵品　　　最終仕入原価法を採用しております。
   (貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下の方法により算定）

（２）固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　建　　　　物･･･････２４年
　建物附属設備･･･････８年～１７年
　工具器具備品･･･････７年～２０年

②ソフトウェア（リース資産を除く）

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定
　額法を採用しております。

③リース資産（所有権移転外ファイナンスリース取引に係るリース資産）
  a有形リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

  b無形リース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（３）引当金の計上基準

①貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

　懸念債権等特定の債権については、債権の回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上
　することとしております。なお、当期末の貸倒引当金残高は0円となっております。

②退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額（自己

　都合期末要支給額の100％）に基づき計上しております。

③役員退職慰労引当金
従来、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上して

　いましたが、役員退職慰労金制度を廃止することとし、2022年6月15日開催の定時株主
　総会において役員退職慰労金制度廃止に伴う打ち切り支給案が承認可決されました。
　これにより、当期において「役員退職慰労引当金」を全額取り崩し、打ち切り支給額の
　未払い分900千円については固定負債の「長期未払金」に含めて表示しております。

（４）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

①消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

②連結納税制度の適用
連結納税制度を適用しています。　

③連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用
当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」(令和2年法律第8号)において創設された

　グループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直
　しが行われた項目については、「連結納税制度グループ通算制度への移行に係る税効果会
　計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号 2020年3月31日）第3項の取扱いにより、
　「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2018年2月16日）
　第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の
　規定に基づいています。

２．　株主資本等変動計算書に関する注記

（１）当事業年度末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　　　　　　　　　　1,800 株

２０２２年　４月　１日から
２０２３年　３月３１日まで

個　別　注　記　表



（当期純損益金額）

　当期純損失：2,124千円
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